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○ ○

その他
旅費、役務費、備品購入費

755

合計（Ａ） 1,239,693 合計（Ｂ） 1,424,240

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 184,547

主な
理由

第８期介護保険事業計画に定められた施設数を計画最終年度に整備するた
め。

令
和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

金額

622

委託料
測量費、試掘調査費

2,538 委託料
測量費、試掘調査費、除草作業
費、会場設営等 2,702

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

使用料及び賃
借料

会場使用料、コピー使用料
900

使用料及び賃
借料

会場使用料、コピー使用料
830

負担金補助及
び交付金

研修受講料への助成、福祉施設
整備補助等 1,233,160

負担金補助及
び交付金

研修受講料への助成、福祉施設
整備補助等 1,417,871

その他
旅費、役務費、備品購入費

405

05当初予算 1,044,852 323,100

0.00

4.60

1,276,953

1,461,500

需用費
消耗品費、印刷製本費、食糧費

730 需用費

325

内容

消耗品費、印刷製本費、食糧費

93,223

内容 金額

報償費
研修講師への報償費等

1,960 報償費
研修講師への報償費等

1,460

区分（節）

事業のコスト
（単位：千円）

財源内訳

国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

4.60

0.00

03決算 2,248 8,500 0 70,256

04当初予算 795,282 434,200 325 47,146

令和４年度
人員配置（人）

正規

再任用

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
　特別養護老人ホームや障害者グループホームの整備等を実施しようとする事業者に施設整備・開設準備等の補助を行
い、同施設の整備を促進するとともに、介護・障害福祉人材の確保や質の向上を図る。

事
業
内
容

１　市有地の活用や整備費の上乗せ等により、特別養護老人ホーム及び障害者グループホームの整備を促進する。
　　　・整備予定数
　　　　令和３年度実績　　  　　　　　障害者グループホーム６か所（計４４人）
　　　　令和４年度実績（見込含む） 障害者グループホーム１１か所（計６３人）
　　　　令和３～５年度計画数値　　特別養護老人ホーム（計１４８床）、障害者グループホーム（計６０人）
　　　　※特別養護老人ホームは、令和３・４年度の実績なし。
　
２　介護・障害分野における質の高い福祉サービスを継続的に提供できる環境を整えるため、福祉分野における総合的な人材の育成及び確保への効果的な方策を検討し、実施する。
　①市単独での「就職説明会」の開催
　　市内に事業所等がある法人（介護・障害福祉分野等）と福祉施設等に就職を希望する学生及び一般求職者（無資格、未経験者、中高年含む）の個別相談会　　開催回数：年1回
　②市主催のサービス管理責任者等研修の実施　　研修回数：年1回（5日間）　　受講者数：25名
　③奨学金返済支援制度の実施　　若手職員に対する奨学金返済支援制度を行っている社会福祉法人等に、その負担額の一部を助成（対象職員一人につき上限6万円）する。
　④あかし福祉の好事例集の作成　　職場環境の改善促進及び福祉人材の確保を目指し､2022年度に施設等から募集を行った好事例を好事例集としてまとめ、周知を行う。
　⑤介護等人材確保・資格取得支援事業　　研修や試験の受講費の助成を行う。　　対象者：市内の福祉事業所等で働く職員及び法人　　支給額：支払った受講料等の一部（個人1/2、法人3/4で上限6万円）
　⑥マネジメント研修・介護福祉士試験対策講座の実施
　⑦県と共催による就職説明会、バスツアー、介護に関する入門的研修、再就職支援講習の開催等
　⑧福祉人材の確保・育成に向けた新たな施策の検討

３　新たに高齢者福祉施設の開設又は既存施設の改修を行う事業者に対し、負担経費の一部を補助することで、高齢者福祉施設開設の促進及び既存施設の適切かつ安全な運営の推進を図る。
　①特別養護老人ホーム、認知症グループホーム、小規模多機能型居宅介護施設、看護小規模多機能型居宅介護施設等整備費への補助
　②介護施設等の施設開設準備経費への補助
　③介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策事業への補助
　④高齢者施設等の非常用自家発電設備整備事業への補助

成果指標
指標名 考え方・定義・式

1-2 高齢者福祉の充実
実施方法

直営 補助・助成 その他

個別計画 高齢者いきいき福祉計画及び介護保険事業計画 委託 指定管理

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 民生費 連絡先

項 社会福祉費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

目 社会福祉総務費
根拠法令
・要綱等

介護保険法､障害者総合支援法、高齢者虐待防止法、障害
者虐待防止法、地域介護･福祉空間整備等施設整備交付金
及び地域介護･福祉空間整備推進交付金交付要綱､明石市
地域介護拠点整備補助金交付要綱他

事業 福祉施設整備・人材育成事業

施策分野
1 健康・福祉分野

事務事業名
福祉施設整備・人材育成事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142150000-001

予算所管課 福祉局施設整備・人材育成室
連絡先 (078)918-5262

令和５年度 予算事業説明シート

任期付

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

その他

合計0.00

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

16,204

1,239,693

1,424,240

64,800

37,260

37,260

81,004 0.00

障害者グループホーム
の新規整備数

　第６期障害福祉計画に基づき、障害者グループホームの整備を行
う。

令和5年度
（３～５年度）

人 60

目標年次 単位 目標値

特別養護老人ホームの
新規整備数

　第８期介護保険事業計画に基づき、特別養護老人ホーム及び地域
密着型特別養護老人ホームの整備を行う。

令和5年度
（３～５年度）

床 148

SDGs（１７の目標）　
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨

○

⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○



4

○ ○

合計（Ａ） 54,160 合計（Ｂ） 618,780

予算増減
(Ｂ)-(Ａ) 564,620

主な
理由

福祉科棟建設工事（令和５年度債務負担分）、福祉科棟設置備品・消耗品購
入費用の増などによる。

消耗品費等、食糧費
9,810

需用費
消耗品費等、食糧費

1,210 工事請負費
福祉科棟建設工事費

522,800

その他
広告料、会場使用料、負担金、
補助金 1,350 その他

報償費、広告料、委託料、負担
金、補助金 1,670

工事請負費
福祉科棟建設工事費

49,300 扶助費
福祉科入学準備支援金

4,000

内容 金額

報酬
教員免許法認定講習講師報償
費 800 旅費

視察旅費、近接地旅費
500令

和
４
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

令
和
５
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節）

旅費
視察旅費、近接地旅費

500 需用費

委託料
教員募集関連委託料

1,000 備品購入費
福祉科棟設置備品

80,000

0 50,492 任期付 0.00 合計 2.4005当初予算 618,780 19,440 638,220 90,128 497,600

0 23,500 再任用 0.00 その他 0.0004当初予算 54,160 19,440 73,600 800 49,300

0 0 正規 2.40 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.0003決算 0 0 0 0 0

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳 令和４年度
人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰

○ ○

⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫① ② ③ ④ ⑤ ⑥
SDGs（１７の目標）　

事
業
内
容

　高校卒業時に国家資格である介護福祉士の受験資格が取得ができる福祉科を、市立明石商業高等学校に創設するため、必要とされる介護実習室や入
浴実習室等の施設を同校敷地内に整備するなど、令和６年４月授業開始を目指し、準備を進める。

　１　福祉科棟の整備（～令和５年９月）
　　　介護実習室や入浴実習室等を備えた実習用施設を整備する。

　２　福祉科棟設置備品等の整備（～令和５年１２月）
　　　福祉系高等学校に必要な備品・消耗品を整備する。

　３　福祉系高等学校等指定申請書策定
　　　教育内容や教員体制、施設概要等を記載した指定申請書を策定し、授業開始日の６か月前（令和５年９月）までに近畿厚生局長に提出する。

明石市立明石商業高等学校に福祉科を創設する 令和6年度 人 40

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
今後ますます必要とされる福祉分野の専門的かつ実践的な知識・技術の学習を通じ、地域福祉の推進と持続可能な福祉社
会の発展を担う専門職業人として必要な資質・能力を育み、将来にわたり自己実現を図ることができる人材の育成を目指し、
市立明石商業高等学校に福祉科を創設する。
成果指標

指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位 目標値

福祉科の創設

直営 補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

目 学校建設費
根拠法令
・要綱等

社会福祉士及び介護福祉士法、同施行令、同
施行規則、社会福祉士介護福祉士学校指定規
則、学校教育法施行規則

事業 明石商業高等学校福祉科創設準備事業

施策分野
2 教育・文化分野

2-1 学校教育の充実
実施方法

関
連
予
算
科
目

会計 一般会計 事業所管課

款 教育費 連絡先

項 高等学校費 自治/法定 自治事務 開始年度 令和 年度

令和５年度 予算事業説明シート

事務事業名
明石商業高等学校福祉科創設準備事業

新規/継続 継続事業
事務事業の総点
検の整理番号 0142150000-002

予算所管課 福祉局施設整備・人材育成室
連絡先 (078)918-5262


